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 Facebookページでは、色々な情報を不定期で更新しています
 YouTubeに過去の基礎塾での施工実演の様子等をUPしています
 是非「いいね」お願いします!!
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株式会社WASC基礎地盤研究所
高森 洋
〒567-0881 大阪府茨木市上中条2-5-37 すばるビル202
TEL:072-625-3630 ／ FAX:072-625-3631 ／ E-mai:info@wasc-lab.jp
http://www.wasc-lab.jp/
2005年4月11日
2,000万円
松岡 元（名古屋工業大学名誉教授）［土質】
杉山 雅（北海学園大学工学部建築学科教授）［コンクリート】
日本建築学会 ／ 地盤工学会 ／ 低平地研究会
一級建築士 ／ 二級建築士 ／ 一級土木施工管理技士 ／ 測量士 ／ コンクリート技士 ／ 技術士補

会社概要

そこに住む人の
生命と財産を
守りたい

住宅の不同沈下防止がWASCの仕事です

株式
会社 WASC基礎地盤研究所

40年以上前に見た礎石と柱脚が
WASCの業務の「原点」です

代表取締役 高森洋

ごあいさつ

住宅の傾き（不同沈下）や地盤沈下等の裁判用意見書を執筆しています

 家が傾いてしまった
 中古で買った家が傾いていた
 地盤沈下で庭が陥没した
 大雨で擁壁や石垣が動いた
 庭に大きな地割れが発生した

一般の方も工務店等の施工業者の方も…
家の傾きや地盤に不安をお持ちですか?
地盤や基礎のことで困っていませんか?

裁判では訴えた方（原告）に立証責任が有ります。「家が傾いた（不同沈下）から修復費用を支払え」と主張しても認められず、傾いた事を論理
的に裏付けるためには、「専門家が書いた意見書」が必要です。また、訴えられた方（被告）も論理的な反論意見書が必要です。従って、意見書の
優劣が裁判の行方を大きく左右します。

住宅基礎地盤の先駆者として住宅会社で35年、弊社創業から16年、合計50年以上の経験に加えて、2007年10月から2017年9月末まで大阪簡裁・
地裁で民事調停委員（住宅地盤専門）を10年間勤めた経験を基に、家の傾きや地盤の沈下等の論理的真実を記した「有効な意見書※」を作成していま
す。 最近では、弁護士からの依頼も多数頂いております。

※ 発生している現象、経緯、その原因、瑕疵の有無、修復の可否、修復可能なら修復方法と費用等を法律、公的基準等に照らして記述している意見書

問題を解決する最後の方法が裁判

―意見書には優劣があります―

① 住宅会社に35年勤務した経験が「DNA」
② 調停委員10年の経験が「血と肉」
③ 意見書執筆の多さとその結果が「日々のエネルギー」
④ 「公正」「中立」「緻密」「読み易く」「納得し易い」が大原則

―WASCの意見書の特徴―

 庭の水位が高く、いつもジメジメしている
 基礎コンクリートにひび割れが多数発生した
 地震で壊れた住宅の基礎に瑕疵があったと訴えられた
 隣地の造成工事で大きな振動があり、擁壁が動いた
 傾いた原因が造成か?建物か?でもめている

―意見書執筆までのプロセス―

① 全国どこでもお請け致しますので、まずはお気軽にお電話もしくはメールでご連絡ください TEL:072-625-3630 / E-mail:info@wasc-lab.jp
② お伺いした内容から、1）WASCで出来るか? ／ 2）立証できるか? ／ 3）現場を見る必要があるか? ／ 4）現場調査が必要か?

等を判断させて頂き、その後は適宜打ち合わせながら進めさせて頂きます。

―そこに住む人の生命と財産を守りたい―

「平時に家を傾かせないのは当たり前、これからは自然災害から住む人を守る基礎と地盤」を次の事業目標とし、
小さな会社の小さな声ですが、多くの方々に訴え、賛同して頂ける方々を増やし、
住む人にも建てる人にも安心を届けられる技術集団を目指してゆく所存です。
今後共、ご指導、ご支援を切にお願い致します。

―自然災害からの減災で社会貢献したい―

数年前から自然の猛威による住宅被害が頻発するようになりました。
「新築時の地盤性状や標高は未来永劫変わらない」これが従来からの住宅地盤に対する考え方（前提）です。
しかし、自然の猛威で前提が崩され（地盤性状が大きく変質された）、被災した多くの宅地を見る度に、
新築時の地盤対策だけでは、自然災害に脆い事に気づきました。
平時の傾きであれば保証制度が適用され、住宅オーナーに修復費の金銭負担はありませんが、
自然災害の場合は免責となり、住宅のオーナーが全て負担しています。

35年間ハウスメーカーに勤務し、そこで携わった住宅の基礎と地盤がトコトン好きになり、生涯貫きたくなりました。
それは基礎と地盤が、そこに住む人の安心の根底にある事を痛感したためです。
このような事から早期退職して2005年4月に「そこに住む人の生命と財産を守りたい」との思いで創業しました。
具体的には「住宅の不同沈下（傾き）を防ぎたい」との思いを叶える仕事を16年間続けてきました。
この間にご支援頂きました方々に心からお礼を申し上げます。



新工法の開発支援

「宅地の減災･共生研究会」発足

⾧年の活動で悟った自然災害からの減災手段「モードセル工法」建設技術審査証明取得

「基礎塾」開講

講演会員会社への技術支援

工法・部材の開発

執筆活動

「wasc-Mat基礎」開発

改良土の品質確認 裁判用意見書執筆

「クイットメル工法」開発鶴丸城御楼門版築工事の素案作成

「モードセル工法」開発

• 建築関係団体や専門誌主催セミナー等で多数

WASC設立

東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)
紀伊半島豪雨
新潟･福島豪雨

熊本地震
台風7･9･10･11号

大阪北部地震
北海道胆振東部地震
西日本豪雨

新潟県中越地震
新潟･福島豪雨
福井豪雨

岩手･宮城内陸地震

能登半島地震
新潟県中越沖地震

福岡県西方沖地震
台風14号

九州北部豪雨
台風15号
台風19号

九州北部豪雨

広島豪雨

台風26号
(伊豆大島土砂災害)

平成18年豪雪

関東･東北豪雨

中国・
九州北部豪雨

令和2年7月豪雨
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2021年

• 不同沈下防止・自然災害からの減災を解説
• 毎年東京と大阪の2ヶ所で8回／年開催
• 2019年までの受講生は延べ1,100名超

• 大阪地裁調停委員（基礎・地盤専門）（2007～2017年）
• 公益団体において新工法の性能審査委員

• 新工法開発の支援作業
• 開発した会社の公的審査申請の支援

2009年～

2007年～

2006年～

2005年～

• 基礎や地盤に関する工法や部材
• 代表商品:ワスク・パイプフォーム

2006年～

• 改良体の一軸圧縮試験
• 六価クロム溶出試験
• 寒暖差対策用保管箱の性能試験と販売

2010年～ 2010年～

• 減災を提唱する有志の集まり（正会員12社、賛助会員5社）
• 自助の為の減災への啓蒙や工法等の開発・普及を進める

2019年～

2016年

2014年

2020年

2018年

• 著書「現場の?をやさしく解説 地盤と基礎 100の疑問」（講談社）
• 著書「すぐできる 地震に強い家にする80の方法」（PHP研究所）
• 専門誌（日経アーキテクチュア・ホームビルダー、建築技術）等への寄稿多数

2005年～ 2005年～

これまでも…これからも…
そこに住む人の生命と財産を守りたい

2018年

改良土供試体の一軸圧縮試験
（弊社試験室）

熊本地震／2016年
液状化被災地での
被災住民への説明

専門書の中味を繰り返し説明するのではなく、⾧年の実務からの
成功・失敗経験を元に、家を傾かせない実務技術を・実物を見て
触ってもらって、分かり易く楽しく解説しています。

拡がりながら深くまで伝わる住宅の荷重
地盤応力を目の当たりにする

手動SWS試験一筋
土と対話しながら30余年、1万棟調査

知っているつもりでも
意外と知らない
ボーリング・標準貫入試験

鹿児島（鶴丸）城の御楼門復元工事では、
500年先まで不同沈下させない思いを込めて
版築地盤を築造しました

版築土を握ると…

今日からすぐ役立つ
住宅地盤行学実践道場

⾧年の活動から悟った減災対策

2005年～

液状化で不同沈下した戸建て住宅の修復方法は主に4種類ありま
すが、その中で「土台揚げ工法」をより効率的かつ容易に行える様
に工夫した工法で、従来工法で問題となる本来の基礎の強度を損な
う事の無い修復作業が安価で可能になります。

最大相対沈下量≦240mm※1

最大相対傾斜角≦50mm/m※2
※1 土台寸法や納まりにより変更有り
※2 1m当たり50mmの傾斜…大規模半壊の上限値

審査証明番号
評定番号

:BL 審査証明-026
:CBL MI001-14号

／取得年月日:2016年11月8日
／取得年月日:2015年3月31日

モードセル工法 #特許登録済 #商標登録済 #不同沈下対策
#安価 #短工期 #費用対効果

傾いた時に直しやすく…それも対策

A ) 現 行 の 施 工 方 法 の 断 面 B ) w a s c - M a t 基 礎 の 断 面

wasc-Mat基礎 #特許登録済 #ベタ基礎 #防蟻
#減災 #耐久性向上 #模様

新工法の性能確認（700kN載荷試験）

• 建築物の沈下修正工法として始めて建設技術審査証明を取得

戸建住宅の不陸修復工法として国内で初めて建設技術審査証明を
取得しました。傾いたその時に現実的な対策で修復時の経済的負担
を軽減します。

ベタ基礎を進化させた
新たなベタ基礎

新築時の地盤補強工法は、大雨や地盤の崩れは想定していませんので、
地盤の崩れには抵抗出来ません。

本工法は、頻発する豪雨や地震等で敷地が崩れても、新築時の鋼管杭
の頭部を専用金具で繋いでおくことで、鋼管杭が建物を支え続けます。

クイットメル工法 #特許登録済 #商標登録済 #崩れ
#小口径鋼管杭 #自然災害

斜面が崩れても建物は倒さない

 鋼管杭の太さに関わらず装着可能
 回転貫入用の爪の有無に関わらず装着可能
 腐食代は1mm
（0.02mm/年×50年＝鋼管杭と同じ）

ワスク・パイプフォーム #特許登録済 #地盤改良 #柱状改良
#表層改良 #二重管構造 #半透明
#樹脂製 #リサイクル

 樹脂製なので、容易に脱型でき怪我の恐れがない
 二重管構造の為、充填した改良土の変形を抑えられる
 半透明で中が見える為、改良土の充填ミスが少ない
 外気の寒暖差による強度低下から改良土を守れる
 弊社で試験後は、製造工場で他商品に再利用
 多くの施工会社や公的試験機関等でご採用

地盤改良（表層・柱状）工事の改良土供試体作製のための専用型枠で
す。供試体作製の理想のモールド缶を形にしました。

キャップ

保護
ガイド

パイプ
フォーム

品質確保の必需品

西日本豪雨／ 2018年

公的活動・地盤の事故対応
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耐圧版工法

費用：500～700万円
修正量：0～上限無し

アンダーピニング工法

費用：600～1200万円
（支持層の深さで大きく変動）

修正量：0～上限無し

土台揚げ工法

費用：200～300万円
修正量：0～100mm程度

注入工法

費用：300～600万円
修正量：0～200mm程度

2016年の熊本地震液状化被災地(熊本市南区)にて
弊社のボランティア活動を通して確認した被災程度から

沈下量≦240mmは全体の約85%
240mm修復した場合に傾斜が6/1000以内になるのは100%

100mm修復の場合：修復費用は最低1/2以下
200mm修復の場合：修復費用は最低1/3以下
240mm修復の場合：修復費用は最低1/5以下

モードセル工法の修復範囲

（相対不同沈下量≦240mm）

モードセル工法の修復費用

（90万円程度まで）

モードセル工法

費用：90万円程度
修正量：0～240mm

安い 高い

小さい

大きい

建設技術審査証明取得

#実物を見て #実物を触って #実際に体験して #ここでしか聞けない実態

詳細は裏面を
ご覧ください

何気なく⾧年施工されている一般的なコンクリート2回
打ちのベタ基礎で問題となる打ち継ぎ部分の施工方法を
改良した新たな住宅用ベタ基礎工法です。

これにより打ち継ぎ跡が見えなくなる美観上の改善だ
けでなく、次のような様々なメリットが生まれます。

 打放し仕上げも可能
 モルタル刷毛引き不要
 (塗装仕上げの場合)下地処理が不要
 シロアリの侵入を阻止
 凹凸模様のために断面が10mm厚い

→中性化時間が延びる
 打ち継ぎ部分からの雨水侵入阻止
 高基礎にも対応可能→浸水阻止
 ひび割れを目立ち辛く出来る
 表面に凹凸模様を施せる

省力化
短工期

耐久性向上

減災

美観向上

• 知る （住んでいる場所の危険性）
• 避ける （極力危険な場所を避ける）
• 覚悟する（避けられないなら覚悟する）
• 備える （最後は出来る範囲で保険+減災装備）

• 発災から18ヶ月間、延べ50日ボランティアで実施

熊本地震液状化被災地で支援活動
2016年～

「モードセルアンカーボルト」評定取得
2015年 • Zマークアンカーボルトと同等性の評定書

詳細は左上を
ご覧ください

詳細は右下をご覧ください

詳細は左をご覧ください

2005年


